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事業事前評価表 
  

Ⅰ．対象事業名 
国名：ベトナム社会主義共和国 
案件名：第 2期ホーチミン市水環境改善事業（II） 
L/A調印日：2008年 3月 31日 
承諾金額：13,169百万円 
借入人：ベトナム社会主義共和国政府 
Ⅱ．本行が支援することの必要性・妥当性 
1. ベトナムにおける水環境セクターの現状と課題 
ベトナムは工業化及び都市部への人口集中に伴い、都市部の産業廃水及び生活排水が増

大する一方、下水道システムの整備が進んでおらず、汚水が直接河川に放流されているた

め水環境汚染が深刻である。この水質汚濁は、河川や湖沼に廃棄物が投棄されること、廃

棄物埋立地から排出される浸出水が未処理のまま放置されていること、産業廃水及び生活

排水の大部分がほとんど未処理のまま排出されていること等の複合的要因によって引き

起こされている。こうした水環境の悪化はベトナム最大の都市であるホーチミン市におい

て、特に顕著である。 
一方、ホーチミン市はサイゴン川下流域の湿地帯に囲まれており、市内には、サイゴン

川、ドンナイ川、ニャベ川が流れ、潮位の影響を受ける運河や河川が複雑に入り組んでい

る。さらに、標高が低く（市街地の大部分が標高 2～3m前後）、降雨量が多いことから、
降雨・潮位変化に起因する浸水被害を受けやすい地勢である。満潮位の高い 10月から 1
月には、潮位影響で河川・運河の水位と地盤高が同じ程度あるいは逆転することになり、

また 5月から 11月にかけての雨季には月平均降雨量が 250mm以上に上り（東京月平均
降水量：約 125mm）、排水不良による洪水被害が生じる。 
2. ベトナムにおける水環境セクター政策 
ベトナム政府は「2020 年までの都市排水・下水道開発指針」を 1999 年に採択し、そ
の中でハノイやホーチミン市等の主要都市や工業地帯における排水システムの整備率を
80％以上に上げることと共に、都市洪水制御、汚水の衛生的処理を進めること、さらに
は全国の都市排水システムの整備を行う上で必要な資金調達のメカニズムを開発するこ
とを目標に掲げている。 
3. 本行の援助方針との整合性 
本行の海外経済協力業務実施方針（2005～2007年度）においては、重点分野の一つと

して「地球規模問題・平和構築への支援」の中で、「水質汚濁対策」に対する支援を重視

するとしている。本事業はホーチミン市における下水・排水の整備するものであり、本行

の支援方針と一致している。以上より、本行が支援することの必要性・妥当性は高い。 
Ⅲ．事業の目的等 
本事業は、ホーチミン市の排水・下水道システムの整備を行うことにより、浸水被害の

軽減及び汚水処理能力の向上を図り、もって同市の都市・生活衛生環境の改善に寄与する

もの。 
Ⅳ．事業の内容 
1. 対象地域名 
ホーチミン市タウフ・ベンゲ運河流域 
 

2. 事業概要 
(1) 下水処理場の拡張（処理能力：328,000㎥/日（拡張分）、最終能力 469,000㎥/日）、
汚水中継ポンプ場の拡張、下水・排水管の敷設と改修 
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(2) ポンプ場の建設・拡張、排水路改修 
(3) コンサルティング・サービス （施工管理） 
 

3. 総事業費 
84,185百万円（うち、円借款対象額：73,177百万円、第Ⅱ期円借款（今回）対象額：

13,169百万円） 
 
4. スケジュール 

2007年 12月～2014年 10月を予定（計 83ヶ月）。供用開始時をもって事業完成とす
る。 

 
5. 実施体制 

(1) 借入人：ベトナム社会主義共和国政府（The Government of the Socialist Republic 
of Vietnam） 
(2) 実施機関：ホーチミン市人民委員会（People’s Committee of Ho Chi Minh City） 
(3) 操業・運営／維持・管理体制：ホーチミン市交通･公共事業局の都市交通管理支局
（Urban Transportation Management Department：UTMD1） 
 

6. 環境及び社会面の配慮 
(1) 環境に対する影響／用地取得・住民移転 
① カテゴリ分類：A 
② カテゴリ分類の根拠： 本事業は、「環境社会配慮確認のための国際協力銀行ガイ

ドライン」（2002年 4月制定）に掲げる影響を及ぼしやすい特性に該当するため、
カテゴリ Aに該当する。 

③ 環境許認可： 本事業に係る環境影響評価（EIA）報告書は、2005 年 10 月及び
2005年 12月にホーチミン市天然資源環境局（Department of Natural Resources 
and Environment：DONRE）により承認済み。 

④ 汚染対策： 下水処理場に流入する下水は同国の排水基準を満たすよう処理され、

河川に放流されることになっており、放流による特段の影響は予見されない。また、

下水処理場から発生する汚泥は既存の埋立処分場にて適切に処分されることとな

っている。 
⑤ 自然環境面： 事業対象地域は国立公園等の影響を受けやすい地域またはその周辺

に該当せず、自然環境への望ましくない影響は最小限であると想定される。 
⑥ 社会環境面： 本事業は、約 2ha の用地取得、211 世帯の住民移転を伴い、ホー
チミン市の移転補償委員会により、移転計画及び同国国内手続きに沿って移転手続

き及び取得が進められる。2007年 9月に実施された住民協議において、事業概要
が住民に周知され、本事業の実施に関し、特段の異論がないことを確認済み。 

⑦ その他・モニタリング： 本事業は、大気質、水質、騒音、住民移転等につき、工

事中は PMUが、供用時は UTMD1がモニタリングする。 
(2) 貧困削減促進： コンサルティングサービスの下で貧困削減・衛生環境改善活動の計
画を策定する。プロジェクトの実施については、次期借款の枠組みでの実施を考慮す

ることを PMUと合意済み。 
(3) 社会開発促進（ジェンダーの視点、エイズ等感染症対策、参加型開発、障害者配慮等）：
ホーチミン市保健局エイズ対策課と連携をとり、エイズ対策を建設労働者に対して実

施するよう、PMU が調整する。また、入札書類にエイズ条項を含め、コントラクタ



 3

ーに対策実施への協力を要請すること、プログラム実施のモニタリングを、ホーチミ

ン市保健局エイズ対策課が実施することを PMUと合意済み。加えて、本事業では住
民の水環境保全への意識を啓発する目的で、衛生環境教育を実施する予定。 

 
7. その他特記事項 
なし。 

Ⅴ．事業効果 
1. 運用・効果指標 

指標名 基準値 
（2007年実績値） 

目標値 
（2014年【事業完成時】） 

汚水処理人口（人） 0 1,422,000 
汚水処理量（㎥/日） 0 469,000 
下水処理場における BOD 濃
度（流入、放流、除去率） 

- 流入：200mg/l  
放流：50 mg/l 
除去率：75% 

治水基準点における流下能力

（㎥/s） 
52 73 

2 年確率降雨による洪水氾濫
面積（km2） 

12 0 

10 年確率降雨による年最大
浸水深（m） 

1.68 1.44 

 
2. 受益者数 約 180万人（本事業対象地域の人口） 
3. 内部収益率（経済的・財務的内部収益率） 

以下の前提に基づき、経済的内部収益率（EIRR）は 5.3％となる。 
 【EIRR】 
費用：事業費（税金を除く）、運営・維持管理費 
便益：浸水被害額の減少 
プロジェクトライフ：40年 

Ⅵ．外部要因リスク 
特になし。 
Ⅶ．過去の類似案件の評価結果と本事業への教訓 
既往の上下水道・衛生セクターにおける類似事業の事後評価から、事業完成後の効果持

続の確保について、日本の地方自治体レベルでの協力の有効性も認識すべきであること、

事業効果の発現のためには、事業の早期段階から住民に対する環境・衛生に関する啓発活

動を行い、住民の参加を確保することが有効であること、等の教訓を得ている。また、事

業完成後の持続性確保の観点から、財務面・技術面・人員面の運営・維持管理体制の強化

が不可欠であり、必要に応じ、職員の教育訓練のためのコンサルティング・サービスの実

施や、民間業者への委託等を検討すべきとの教訓を得ている。財務面では、適切な料金体

系の構築や接続費用負担が困難な貧困層向けの融資制度等、制度面の改善を支援すること

が重要との教訓を得ている。これらを踏まえ本事業については、コンサルティング・サー

ビスの下で貧困削減・衛生環境改善活動の計画策定が行われ、現在、本行支援により実施

中の調査の下で、維持管理組織の選定支援、維持管理契約の作成支援、ホーチミン市の下

水道料金の設定支援が行われている。加えて、本事業に先立つ第 1期事業で建設中の下水
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処理場と中継ポンプ場の維持管理については、同市の下水道セクターの維持管理組織を対

象に、請負業者による OJTを通じたキャパシティ・ビルディングが行われる予定。 
Ⅷ．今後の評価計画 

1. 今後の評価に用いる指標 
(1)汚水処理人口（人） 
(2)汚水処理量（㎥/日） 
(3)下水処理場における BOD濃度（流入、放流、除去率） 
(4)治水基準点における流下能力（㎥/s） 
(5)2年確率降雨による洪水氾濫面積（km2） 
(6)10年確率降雨による年最大浸水深（m） 
(7)経済的内部収益率（EIRR）（％） 
 

2. 今後の評価のタイミング 
事業完成時 




